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産業動物獣医師の不足等によ
り，日本では獣医療提供が困難な
地域が拡大しつつある．これは食
糧分野における国家安全保障の脅
威だろう．その現状把握と対策立
案に日々尽力頂いている行政はじ
め関係各位には，深く感謝申し上
げたい．

2022年現在，日本では新卒獣
医師 1,004名の半数（469名）は小動物診療分野に進み，
産業動物診療分野に就職する者は 105名にすぎない
［1］．北海道農業共済組合では毎年 50名程度の新卒獣
医師を採用し，辛うじて採用予定人数を確保してきた
が，他府県の一部では新卒獣医師の採用が困難と仄聞す
る．この新卒獣医師の大半が産業動物診療分野を避け，
小動物診療分野に進む現象は，フランス［2］，アメリカ
［3］，カナダ［4］でも報告されている．本稿では，諸外
国との対比から，日本（北海道）の産業動物獣医療を客
観・俯瞰的に捉えつつ，産業動物獣医療を維持・発展す
るための対策に言及したい．

1　産業動物獣医師の不足
産業動物獣医師の不足は，ヨーロッパ 28カ国［2, 5］，

アメリカ［3, 6］，カナダ［4］でも報告されており，新
卒獣医師の小動物診療分野への偏在，産業動物獣医師の
離職の結果とされる．
新卒獣医師の小動物診療分野への偏在は，獣医学生に
占める都市出身者・女性の増加，大学カリキュラム，労
働環境等との関連性が指摘されている［4］．ヨーロッパ
では，市場の将来性，病院の法人化，ワークライフバラ
ンス，診療設備の充実，収入の安定において，産業動物
分野より都市部の小動物診療施設は優れ，就職先として
の魅力が増したと報告されている［5］．アメリカの新卒
獣医師の多くは多額の学生ローン債務を抱えているた
め，高収入の小動物診療分野に進むのは当然と考えられ
ている．
産業動物獣医師の離職は，低い収益性（畜産農家の経

営状態によっては獣医師に診療費を支払えない），ワー
クライフバランスの欠如（他の獣医師の離職により地域
に残存する獣医師に仕事が集中）の結果と分析されてい
る．フランスでは広範囲において，獣医師の往診が困難
になっている［7］．アメリカでは 3,140郡のうち 728郡
（23.2％）で産業動物獣医師が不足している［6］．アメ
リカでは第二次世界大戦後，産業動物獣医師数は 90％
減少したが，家畜の飼養頭数は大きく増加した［8］．

2　燃え尽き症候群
近年，ヨーロッパ［5］，アメリカ［9］，カナダ［10］
では獣医師の「燃え尽き症候群」の増加が問題になって
いる．諸外国では，獣医師の自殺率は高く，医師・歯科
医師の 2倍に達する［10-12］．アメリカ獣医師会によ
ると獣医師の 40％は離職を検討しており，最たる離職
理由はワークライフバランスの欠如であり，次いで鬱病
等のメンタルヘルス問題が続く［9］．北海道農業共済組
合の獣医師職員の 15.6％に離職希望があるとの調査結
果（未公刊）と比較すると，アメリカの深刻さが伺える．
アメリカの獣医師の「燃え尽き症候群」の経済損失は年
間 US$2,000,000程度と試算され，とりわけ産業動物獣
医師での経済損失が深刻と報告されている［9］．アメリ
カでは医師の「燃え尽き症候群」によって医療過誤リス
クが 2倍に増える等，医療の質の低下が危惧されており
［13］，これと同様のことが獣医師でも危惧されている．
また「燃え尽き症候群」は“非営利団体の獣医師”より
“個人開業の獣医師”で多く，その発生率低減は個人対
応よりも組織的介入が効果的と報告されている［9］．ア
メリカの大動物専門（牛）獣医師の 30％は 1名での個
人開業［14］であるが故に，「燃え尽き症候群」への対
処は困難だろう．スコットランドでは産業動物獣医師の
孤独解消や「燃え尽き症候群」を防ぐため，獣医師間の
連携による往診協力等が模索されている［5］．

3　諸外国の政策
各国の産業動物獣医師不足への政策は，教育・制度・
資金援助に大別される．
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（1）教　　　育
カナダでは『在学中に進歩的な産業動物獣医師のもと
で臨床実習に参加した学生が，卒後に産業動物獣医師に
従事した事例』が報告され，臨床実習の支援体制が模索
されている［4］．アメリカでは新卒獣医師の進路選択は
先輩獣医師の影響が大きく，先輩獣医師との臨床実習が
産業動物獣医師確保に有効と考えられている［3］．フラ
ンスでは国家予算を投じて，農村部での臨床実習に参加
する学生，実習指導役の産業動物獣医師の双方に助成
金を支給するほか，開業資金等も援助している［2］．ア
メリカ農務省は産業動物獣医師として就労する者に，学
生ローンの返済支援をしている（2025年 3月 27日現
在）．

（2）制　　　度
フィンランド，ギリシア，ノルウェー，スウェーデン
では法により地方自治体や地域ごとに公営の動物病院設
立が定められており，農村部を含む国の全域での獣医療
提供が確保されている［5］．

（3）資 金 援 助
ヨーロッパにおいては，経済的困窮のために獣医療を
享受できない畜産農家の事例が報告されている．このた
め，スペイン，スコットランド，フランスでは診療代金
が公的基金により賄われている［5］．なお，ヨーロッパ
では国がワクチン接種・疾病予防等の公的職務を個人開
業獣医師に委任する公的雇用もあるが，いくつかの国で
は公的雇用の継続が困難になりつつあることも報告され
ている［5］．

4　小　　　　　括
諸外国においては，「新卒獣医師の小動物診療分野へ
の偏在」・「産業動物獣医師の離職」によって産業動物獣
医師が不足し，地域に残存する獣医師への仕事集中が
「燃え尽き症候群」や更なる離職を招き，産業動物獣医
療の崩壊が危惧されている．そして産業動物獣医療体
制を維持するため，教育・制度・資金援助の各方面から
さまざまな政策が講じられている．

5　日本と北海道
（1）家 畜 共 済
日本の産業動物獣医療は，家畜共済制度に支えられて
いる．家畜共済は疾病・災害等により畜産農家が被る損
害の補償を通じて，農家経営と食糧生産の安定を図る政
策保険である．加入農家は，共済加入時に国庫補助を受
け，掛金負担以上の補償を享受している．そして，家畜
共済を運営する農業共済組合には，直営診療所の設置が
推奨されている．家畜共済は産業動物獣医療（牛・馬・

豚）を支え，ひいては畜産・酪農の発展に寄与してきた．
家畜共済は「制度」・「資金援助」の手段を併せ持つ優れ
た国策であることを，再評価されるべきだ．仮に日本に
家畜共済制度がなければ，産業動物獣医師の不足はより
深刻で，食糧分野の国家安全保障はより脆弱なもので
あっただろう．

（2）農業共済組合の直営診療所
農業共済組合の直営診療所は，日本の産業動物（牛・
馬・豚）診療の大半を担っている非営利の組織である．
そして，家畜共済（保険）業務のほか，臨床実習での学
生受入，そして獣医師の卒後教育も担ってきた．もちろ
ん，開業獣医師（農業共済組合に所属しない個人・企業
等）の諸先生によるご活躍も大きい．
北海道では直営診療所の獣医師 800名が産業動物診
療の 90％を担っている．北海道の直営診療所は，1956

年の 431カ所から 2024年の 70カ所にまで統廃合され，
直営診療所 1カ所当りの獣医師数は 1948年 1名から
2024年 11名まで増え，労働環境・福利厚生は改善され
てきた．直営診療所は，複数の獣医師が連携し，組織的
に獣医師の人事・労務・育成を管理し，世代交代を繰り
返しながら獣医療を提供してきた．そしてワークライフ
バランスに優れ，諸外国ほど「燃え尽き症候群」に対し
て無防備ではない．直営診療所も高く評価されてよいだ
ろう．仮に日本に直営診療所がなかったならば，諸外国
と同様に産業動物獣医師の「燃え尽き症候群」が社会問
題になっていたはずだ．

（3）課　　　題
日本の産業動物獣医療は，家畜共済制度に支えられて
いる点において諸外国より相対的に恵まれている．しか
しながら，日本でも獣医療提供が困難な地域が拡大しつ
つあり，抜本的な改革が必要と考える．本稿は以下 3点
について課題と対策案を提示する．
①直営診療所の経営
直営診療所は非営利とは言え，収益なくして存続
できない．直営診療所は，収入の多くを出来高払い
の保険診療費に依存している．このため，将来の市
場予測や，市場原理に敏感にならざるを得ず，縮
小・撤退・廃止の経営判断に傾きやすい．この弊害
から逃れるため，「出来高後払いの保険診療費」を
「保険加入時の一括前払い」に改める（乙掛金を直
営診療所の収入に改める；旧制度の復活）等の制度
改正を模索すべきだろう．直営診療所は，家畜の少
ない地域での診療や，収益性の低い仕事であっても，
公共性を鑑みて真摯に対応してきた．これら対価を
あらかじめ確保する仕組みが求められる．そして直
営診療所は産業動物獣医師の獲得・育成・世代交
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代を担う社会的基盤でもある．直営診療所の縮小・
撤退・廃止を避け得る抜本的制度改正が望まれる．
②　獣医師の確保
獣医師採用にも経費を要する．北海道の直営診療
所は，毎年 50名程度の新卒獣医師を採用するため，
年間 300名程度の学生を臨床実習に受け入れてき
たが，その経費として年間 3千万円程度を費やして
いる（各種団体助成金除く）．その負担は重たいが，
獣医師獲得には代え難い．北海道農業共済組合の採
用試験を受験いただいた新卒獣医師の大半は，北海
道での臨床実習を経験している．『今，産業動物臨
床の関係者に求められているのは，若者に対して，
産業動物臨床の将来性について自信を持って語り，
可能性を指し示すことではないか』との中尾敏彦先
生の卓見［15］は，15年後の今も有効だ．新卒獣
医師の採用にご苦労されている他府県でも，臨床実
習は有効だろう．学生の臨床実習経費への財政支援
は，とりわけ財政余力の小さい小規模診療所ほど必
要と考える．獣医師を獲得するため，学生の臨床実
習経費への財政支援が望まれる．
③　予防・生産獣医療への軌道修正
現行の家畜共済制度は，治療（保険診療）に部分
最適化し，予防・生産獣医療を軽視する獣医師を養
成するリスクがある．現行制度において直営診療所
の主な収入源は，出来高払いの保険診療費である．
予防・生産獣医療で家畜の疾病・傷害を減らすと，
診療収入は減る．利益相反である．農家と獣医師の
利益相反（Lose-Win）の関係性を，共栄（Win-

Win）に改めるべきだ．家畜共済制度は，家畜疾
病・傷害を補償する役割を踏襲しつつ，予防・生産
獣医療に比重を移してゆく制度改正が必要だろう．
具体的には予防・生産獣医療をも保険給付する等の
アイデアが挙げられよう．家畜共済のない OECD

諸国における乳牛臨床獣医師の仕事は，繁殖管理か
ら栄養指導へ，予防からコンサルタントへ，そして
農場経営全体論に移行しておりデータ分析の重要性
が増している［16］．諸外国から学ぶべきことは山
積している．そして時代は生産性向上と経済成長に
寄与する獣医療をも求めているように思う．
また，これら改革は薬剤耐性菌対策をも前進させ
るだろう．デンマーク政府は 1995年に，畜産農家
への医薬品処方によって獣医師が利益を得ることを
法で禁じた［17］．この背景には，抗菌剤処方の増
加に伴う薬剤耐性菌出現と，抗菌剤処方により獣医
師が莫大な利益を得ていた利益相反への批判があっ
た．その後，デンマークは，抗菌剤使用削減と高い
生産性を両立している［17］．なお，イギリス［18］，
ノルウェー［19］，スウェーデン［20］でも，産業

動物への抗菌剤使用量を半減しつつも高い生産性を
維持している．薬剤耐性菌対策の観点からも，家畜
共済制度の改正が望まれる．

6　未　　来　　へ
『今，産業動物臨床の関係者に求められているのは，
若者に対して，産業動物臨床の将来性について自信を
持って語り，可能性を指し示すことではないか』［15］．
そして，日本の産業動物獣医療を，若者に託せるよう努
力すべきは，大学の教育や現場の診療に携わるわれわれ
自身であろう．
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